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1999 年から 2000 年に初回片側 THA を施行した片側股関節症患者のうち術前他関節に痔痛を有する患者、痔痛が
高度で歩行に補助具を要する患者を除外した片側股関節症患者 17 例を対象にした。男性 6 例、女性 11 例で手術時平
均年齢は 52.6 歳で、あった。全例後方アプローチで手術を施行し、術後 3 日から全荷重歩行を許可し、全例術後 4 週以
内に退院した。退院後は特別なリハビリテーションを課さなかった。歩行解析は術前、術後 1 ヶ月、 3 ヶ月、 6 ヶ月、
12 ヶ月に行い、骨格ランドマーク上の体表につけた 15 個の赤外線反射マーカーと三次元光学位置測定装置及び床反
力計からなる歩行解析装置 (VICON system) を用いて自由歩行時の基本的な歩行パラメータすなわち歩調、ストラ
イド長、ステップ長、歩行速度と 1 歩行周期中の骨盤傾斜(冠状、矢状、前額面傾斜)の推移及び両股膝足関節の屈
伸関節角度、股関節屈伸内外転モーメントの推移を測定した。
歩行ノfラメータは全て術後 6 ヶ月までに術前より有意に増加し 6 ヶ月以降はプラトーな状態となった。これらのパ
ラメータは術前から術後 12 ヶ月のどの観察期間においても有意な左右差を認めなかった。また、歩行速度は術後 12
ヶ月までに日本人の正常歩行速度に到達していた。術前 1 歩行周期中の股関節屈伸運動範囲は術側 2 1. 3 ::t 7.90 、健側
46. 7:t 7.1。と有意な左右差を認め (p<0.00001) 、術後 12 ヶ月でそれぞれ 35.1 ::t 6.20 、 43.6士 5.70 と差は減少する
ものの非対称性 (p=0.0002) は残存し、この 74%は伸展運動域の差によるものであった。骨盤傾斜については全観
ヮ“
察期間を通じて冠状、矢状、前額面の各方向の 1 歩行周期中の運動範囲には左右差を認めなかったが、矢状面につい
ては術前の運動パターンに左右差を認め、骨盤前傾は術側立脚後期で 13.0土 6.0。健側立脚後期で 6.9土 5.0。と有意な
相違を示した (p=0.003) 。しかし、この非対称性は術後 6 ヶ月以降消失した。膝と足関節の運動については術前運
動パターンのみに左右差を認めた。 1 歩行周期中の股関節屈伸運動範囲は骨盤矢状面運動範囲と術前から術後 3 ヶ月
まで有意な逆相関(相関係数;術前-0.57、術後 1 ヶ月 -0.77、術後 3 ヶ月一0.62) を示した。また、骨盤冠状面運
動範囲と膝関節屈伸運動範囲とは術前のみ正相関(相関係数;骨盤冠状面 0.6、膝関節屈伸 0.53) を示した。歩行速
度は術後 1 ヶ月では術側の股関節運動範囲に(相関係数 0.48) 、 3 ヶ月から 6 ヶ月では両側の股関節伸展モーメント

















本研究では 17 例の片側股関節患者における THA 後の骨盤、下肢関節についての歩行時運動対称性の回復状況が三
次元歩行解析装置を用いて術前から術後 12 ヶ月までの縦断的調査として解析された。
その結果、片側股関節症患者では自由歩行において歩行速度をはじめとする歩行基本空間パラメータの回復は術後
6 ヶ月以内におこり、歩行速度については術後 12 ヶ月以内に正常人レベルに到達するものの股関節屈伸運動の左右
非対称性は術後 12 ヶ月の時点で残存し、その大半は股関節伸展可動域制限によるものであることが示された。また、
片側股関節症患者の自由歩行では他関節の代償運動が大きく寄与していることが初めて示され、術前障害されていた
股関節の歩行時の可動域制限は骨盤矢状面運動を通じた腰椎矢状面運動で最も代償されることが明らかになった。さ
らに術前の骨盤冠状面、膝屈伸方向の異常運動は股関節運動障害に伴う二次的な影響であることも確かめられたが、
これらの他関節運動への影響は術後股関節運動の正常化より早期に消失する傾向にあることが初めて明らかとなっ
た。また、歩行速度の回復に関わる因子が術後の時期によって変化することが初めて示され、歩行速度回復のために
は術後リハビリテーションの焦点を術後早期は可動域増強訓練、その後は両側の股関節伸筋群の強化といったように
時期によって変える必要がある可能性が示唆された。
論文審査の結果、以上の本研究論文は学位の授与に値すると考えられる。
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